
   中野区地区まちづくり条例 
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   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、中野区（以下「区」という。）の将来あるべき

まちの姿の実現を目指して、区、区民等及び事業者の責務を明らか

にするとともに、区民等が主体的に参加する身近な地区のまちづく

り（以下「地区まちづくり」という。）に関する手続を定めること

により、区、区民等及び事業者の協働によるまちづくりを推進する

ことを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 区民等 区内に住所を有する者、区内の土地所有者等、区内で

事業を営む者及び区内の事業所に勤める者をいう。 

⑵ 地区住民等 第６条第１項に規定する地区まちづくり構想の対

象となる地区内に住所を有する者、当該地区内の土地所有者等、

当該地区内で事業を営む者及び当該地区内の事業所に勤める者を

いう。 



⑶ 事業者 区内における市街地の整備に係る事業を行う者をいう。 

⑷ 土地所有者等 土地の所有権又は建物の所有を目的とする対抗

要件を備えた地上権若しくは賃借権を有する者をいう。 

 （区の責務） 

第３条 区は、地域の特性を活かした地区まちづくりを具体化し推進

するための施策を実施しなければならない。 

２ 区は、区民等に対し、まちづくりに関する情報を提供するととも

に、区民等が地区まちづくりに参画する機会を広げることに努めな

ければならない。 

３ 区は、区民等が実施する地区まちづくりを円滑に進めるために、

必要な支援を行うよう努めなければならない。 

 （区民等及び事業者の責務） 

第４条 区民等は、地区の将来像を互いに共有し、自らその実現に向

けてまちづくりに取り組むよう努めなければならない。 

２ 区民等は、自ら創意工夫し、相互に協力することにより、地区ま

ちづくりを主体的に推進するよう努めなければならない。 

３ 区民等は、まちづくりに関する区の基本的な方針を理解し、区と

相互に連携協力することにより、将来あるべきまちの姿の実現に向

けたまちづくりに努めなければならない。 

４ 事業者は、事業を行うに当たり良好なまちの環境を確保するため

に必要な措置を講ずるとともに、区が実施する地区まちづくりの推

進に係る施策に協力しなければならない。 

５ 事業者は、まちづくりに関する区の基本的な方針を理解し、地域

の特性を十分に活かし、安全で快適なまちをつくることに努めなけ

ればならない。 

   第２章 区の支援 

 （区の支援） 



第５条 区長は、区民等が実施する地区まちづくりを促進するため、

次の各号に掲げる者が行う地区まちづくりに関する活動に対し、必

要な支援を行うことができる。 

 ⑴  第７条第１項の規定により登録された地区まちづくり団体（以

下この条及び次条において単に「地区まちづくり団体」という。） 

 ⑵ 地区まちづくり団体を設立しようとする者 

 ⑶ 現に地区まちづくりの推進を目的とする活動を行っている団体  

⑷ その他区長が認める団体 

２ 前項に規定する支援の内容その他必要な事項は、規則で定める。 

   第３章 地区まちづくり構想 

 （地区まちづくり構想の登録等） 

第６条 区長は、地区まちづくり団体が作成したまちの将来像並びに

まちづくりに関する方針及びまちづくり活動の計画等を示した構

想が、規則で定める要件のいずれにも該当する場合は、当該地区

の地区まちづくり構想（以下「地区まちづくり構想」という。）

としてこれを登録することができる。 

２ 地区まちづくり団体は、登録された地区まちづくり構想の内容に

変更があったとき又は当該地区まちづくり団体がまちづくりに関す

る活動をやめたときは、速やかにその旨を区長に届け出なければな

らない。 

３ 区長は、前項に規定する届出がない場合その他区長が特に必要が

あると認める場合は、地区まちづくり構想の登録を取り消すととも

に、必要な措置を講ずることができる。 

４ 区長は、地区まちづくり構想の登録若しくは取消し又は登録内容

の変更があったときは、これを公表する。 

５ 区長は、地区まちづくり団体が地区まちづくり構想を作成するに

当たって、情報提供、助言等必要な支援を行うことができる。 



 （地区まちづくり団体の登録等） 

第７条 区長は、前条第１項に規定する地区まちづくり構想を作成し、

又は作成しようとする団体であって規則で定める要件のいずれにも

該当する者を地区まちづくり団体（以下「地区まちづくり団体」と

いう。）として登録することができる。 

２ 地区まちづくり団体は、地区住民等と協力し、地区まちづくりの

推進に努めなければならない。 

３ 地区まちづくり団体は、自らが作成した地区まちづくり構想に対

する地区住民等の理解及び協力を得るため、当該地区まちづくり構

想の周知に努めなければならない。 

４ 地区まちづくり団体は、その活動が地区住民等に理解されるよう、

活動内容等について情報の公開に努めなければならない。 

５ 区長は、必要があると認めるときは、地区まちづくり団体に対し、

その活動内容等について報告又は説明を求めることができる。 

６ 地区まちづくり団体は、登録された内容に変更があったときは、

速やかに区長にその旨を届け出なければならない。 

７ 区長は、地区まちづくり団体が規則で定める要件を満たさなくな

ったときその他区長が特に必要があると認めるときは、第１項に規

定する登録を取り消すことができる。 

 （地区まちづくり構想の尊重） 

第８条 区、区民等及び事業者は、地区まちづくり構想を尊重し、そ

の内容の実現に努めなければならない。 

２ 区長は、地区まちづくり構想に基づいて地区まちづくり団体が実

施するまちづくり活動に対し、必要な支援を行うことができる。 

   第４章 都 市 計 画 の 決 定 等 の 提 案  

 （都市計画の決定等の提案団体） 

第９条  都市計画法（昭和４３年法律第１００号 。以下「法」とい



う。）第２１条の２第２項に規定する条例で定める団体は、第７条

第１項の規定により登録された地区まちづくり団体とする。 

 （都市計画の決定等の提案面積の規模） 

第１０条 法第２１条の２第１項に規定する都市計画の提案に係る区

域の面積の規模は、一体として整備し、開発し、又は 保全すべき

土地の区域としてふさわしい５，０００平方メートル以上の一団

の土地とする。 

２ 区長は、前項の規定にかかわらず、地区まちづくり構想の対象区

域において特に必要があると認める場合は、都市計画の提案に係る

面積の規模を３，０００平方メートル以上の一団の土地とすること

ができる。 

 （都市計画の決定等の提案手続） 

第１１条 法第２１条の２第１項及び第２項の規定に基づき区に対し

て都市計画の決定又は変更をすることを提案（以下「都市計画提

案」という。）する者（以下「都市計画提案者」という。） は、

法令で定める書類その他規則で定めるものを提出しなければなら

ない。 

２ 区長は、都市計画提案者が都市計画提案をしたときは、当該提案

を踏まえた都市計画の決定 又は変更をする必要があるかどうかを

判断し、当該提案を踏まえた都市計画の決定 又は変更をする必要

があると認めるときは、その旨を都市計画提案者に通知するとと

もに、速やかに都市計画の案を作成しなければならない。 

３ 区長は、都市計画提案を踏まえた都市計画の決定又は変更をする

必要がないと判断したときは、その旨及びその理由を都市計画提

案者に通知するとともに、その内容を公表しなければならない。 

４ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ

中野区都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 



５ 区長は、都市計画提案者に対して、情報提供その他必要な支援を

行うことができる。 

 （都市計画提案の審査基準） 

第１２条 都市計画提案については、法令に基づく都市計画に関する

基準のほか、次に掲げる基準に基づき審査するものとする。 

⑴ 中野区都市計画マスタープランその他の行政計画で定めるまち

づくりの方針と整合していること。 

 ⑵  安全で快適なまちづくりの推進に寄与し、公共の利益の増進に

資することを目的とするものであること。 

 ⑶ 都市計画提案の目的及び内容に合理的な理由があること。 

 ⑷ 都市計画提案に係る区域に合理的な理由があること。 

 ⑸  都市計画提案の周知を図るため、当該提案に係る区域及び当該

区域の周辺の住民及び土地所有者等（以下 単に「住民等」とい

う。）に対して、説明会が開催されていること。 

 ⑹ 都市計画提案に係る区域の周辺環境に配慮していること。 

 ⑺  都市計画提案の内容が関係法令及びまちづくりに関する計画、

方針等に適合していること。 

 ⑻  前各号に掲げるもののほか、区長が必要があると認める基準に

即していること。 

 （都市計画提案に係る再審査の手続） 

第１３条 都市計画提案者は、第１１条第３項に規定する通知の内容

に不服があるときは、同項に規定する公表の日の翌日から起算して

２週間以内に、区長に対して当該都市計画提案の再審査を申し出る

ことができる。 

２ 区長は、前項に規定する申出があったときは、当該申出を踏まえ

た都市計画の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断し、当

該申出を踏まえた都市計画の決定又は変更をする必要があると認め



るときは、その旨を当該申出を行った者に通知するとともに、速や

かに都市計画の案を作成しなければならない。 

３ 区長は、第１項に規定する申出を踏まえた都市計画の決定又は変

更をする必要がないと判断したときは、その旨及びその理由を当該

申出を行った者に通知するとともに、その内容を公表しなければな

らない。 

４ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ

中野区都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

   第５章 地区計画等 

 （地区計画等に関する手続） 

第１４条 法第１６条第２項の規定に基づく地区計画等の案の内容と

なるべき事項（以下「地区計画等の原案」という。）の作成手続及

び同条第３項の規定により定める地区計画等に関する都市計画の決

定若しくは変更又は地区計画等 の案の内容となるべき事項（以下

「地区計画等の住民原案」という。）の申出方法については、この

章に定めるとおりとする。 

 （地区計画等の住民原案の申出人） 

第１５条 地区計画等の住民原案の申出ができる者は、次に掲げる者

とする。 

⑴ 地区計画等の住民原案に係る区域内の土地所有者等 

⑵ まちづくりの推進を図る活動を行うことを目的として設立され

た法人 

⑶ 地区まちづくり団体 

２ 前項第２号及び第３号に掲げる者は、規則で定める要件のいずれ

にも該当する者でなければならない。 

 （地区計画等の住民原案の申出手続等） 

第１６条 地区計画等の住民原案の申出をしようとする者（以下「住



民原案申出人」という。）は、規則で定めるところにより区長に地

区計画等の住民原案の申出をしなければならない。 

２ 住民原案申出人は、地区計画等の住民原案の申出をしようとする

ときは、その旨をあらかじめ区長に届け出なければならない。 

３ 区長は、前項に規定する届出があったときは、住民原案申出人に

対して申出に必要な情報の提供等を行うものとする。 

４ 住民原案申出人は、地区計画等の住民原案についてその住民原案

に係る区域内の住民等に対し説明会を開催し、当該住民等の意見を

十分に聴取するとともに、地区計画等の住民原案が土地利用の規制

の変更に関する事項を含むときは、その住民原案に係る区域内及び

区域の周辺の住民等を対象として説明会を開催し、当該住民等の意

見を十分に聴取しなければならない。 

５ 区長は、地区計画等の住民原案の申出があったときは、第１２条

に規定する基準に基づいて、当該地区計画等の住民原案の申出を踏

まえた地区計画等の決定又は変更をする必要があるかどうかを判断

し、当該地区計画等の決定又は変更をする必要があると認めるとき

は、その旨を住民原案申出人に通知するとともに、速やかに地区計

画等の原案を作成しなければならない。 

６ 区長は、地区計画等の住民原案の申出を踏まえた地区計画等の決

定又は変更をする必要がないと判断したときは、その旨及びその理

由を住民原案申出人に通知するとともに、その内容を公表しなけれ

ばならない。 

７ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ

中野区都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

（地区計画等の住民原案に係る再審査の手続） 

第１７条 住民原案申出人は、前条第６項に規定する通知の内容に不

服があるときは、同項に規定する公表の日の翌日から起算して２週



間以内に、区長に対して当該地区計画等の住民原案の再審査を申し

出ることができる。 

２ 区長は、前項に規定する申出があったときは、地区計画等の住民

原案を踏まえた地区計画等の決定又は変更をする必要があるかどう

かを判断し、当該地区計画等の決定又は変更をする必要があると認

めるときは、その旨を住民原案申出人に通知するとともに、速やか

に地区計画等の原案を作成しなければならない。 

３ 区長は、地区計画等の住民原案を踏まえた地区計画等の決定又は

変更をする必要がないと判断したときは、その旨及びその理由を住

民原案申出人に通知するとともに、その内容を公表しなければなら

ない。 

４ 区長は、前２項に規定する判断をするに当たっては、あらかじめ

中野区都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

 （地区計画等の案の作成手続） 

第１８条 区長は、地区計画等の案を作成しようとするときは、あら

かじめ次に掲げる事項を公告し、当該地区計画等の原案を当該公告

の日の翌日から起算して２週間公衆の縦覧に供しなければならない。 

⑴ 地区計画等の原案の内容のうち、種類、名称、位置及び区域 

⑵ 縦覧場所 

２ 前項に定めるもののほか、区長が必要があると認めるときは、区

報等への掲載、説明会の開催その他地区計画等の原案を周知させる

ための措置を講ずるものとする。 

３ 法第１６条第２項に規定する者が、第１項の規定により縦覧に供

された地区計画等の原案について意見を述べようとするときは、当

該公告の日の翌日から起算して３週間を経過する日までに、区長に

対し意見書を提出するものとする。 

   第６章 雑則 



 （委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。  

  附 則  

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２３年１０月１日から施行する。 

 （中野区地区計画等の案の作成手続に関する条例の廃止） 

２ 中野区地区計画等の案の作成手続に関する条例（昭和５９年中野

区条例第３７号）は、廃止する。 


